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〈論 説〉
ドイツの株 式会社機 関の 日本語 訳 の不適切 さの分析 と ドイ ツ ・
ベ ス ト ・ア ウフジ ヒ トラー ト賞 の意義性 につ いて(そ の一)
清 水 敏 允
1.は じ め に
本稿 の課題 は,一 つが,大 会社 としての 日独株式会社の会社機 関の比較 を通 じて,ド イツの会
社機関の日本語訳の不適切 さを指摘す ることにあ り,も う一つの課題が2003年,ド イツの週刊
経済誌"WirtschaftsWoche"が,国 際人材 コンサルテ ィング会社`エ ゴン ・ツエ ンダー社'と 共
同で設定 し,ド イツの株式上場会社 の大部分の大会社が応 じた`ド イツ ・ベス ト ・アウフジヒ ト
ラー ト賞1)の 意義性 を検討するこ とである。 この二つ の課題は一見,無 関係 の ように思 われ る
が,実 はコーポレー ト・ガバナ ンスの観点か ら見 るとき,そ して ドイツのそれを理解 しようとす
るとき両者が極めて密接 な関係 にあることが分かる。 この点については本稿の(そ の二)に おい
て述べ ることにする。
周知の通 り日本では,ド イツの`ア ウフジヒ トラー トAufsichtsrat'(こ れを,わ が国では一般に監
査役会と訳している)が,`業 務の執行機i関としてのフ オアシュタン トVorstand'(こ れを,わ が国で
は一般 に取締役会と訳している)を 監視 ・監督 ・監査 す るための機関だ,と 説 明 している。ただ し
その際 特 に監視 ・監督 ・監査 のそれぞれについて,必 ず しも明確 に概念定義 した上で監査役会
の訳語が付け られたわけではない。 もともと私は,フ オアシュタン トを取締役会 と翻訳するこ と
には大いに抵抗 を感 じていた。なぜ なら,わ が国の取締役会は,代 表取締役 または代表執行役 を
中心 として,実 態 は,委 員会等設置会社型を選択す る会社 を含 め,取 締役会の範疇 もしくはその
準拠枠組みの中で,会 社の基本方針の決定や,業 務お よび組織 の決定,役 員候補 の提案,重 要 な
る財産の処分および譲受,多 額の借財 の決定な どを行 なって きた。立法府 と経済界 は,監 督機能
と執行機能の分離のために努力 しなが ら,結 局 は,監 督(私 はこの概念の中に監視 と監査を含めてい
る)と 執行を一体化する力学が働 くような方向へ企業が向かってい ると思 えてならない。
何 を根拠 に私 がそのように思 うのかについて言及 しなけれ ばな らないが,手 順 として先ず,ド
イツの会社機 関の再検討 を通 じ,取 り分け,会 社機 関につ いての邦訳 の誤 りを指摘 し(本 稿のそ
の一),そ の後 で,ド イツ企業の近年 のコーポ レー ト ・ガバ ナ ンスへ の取 り組みの意義性 を考察
す ることにす る。併せて ドイツ企業が会社機 関について抱 える問題性 に も言及 したい(本 稿のそ
の二)。 このような手順 を経て本稿 のテーマの関連性 を理解 して頂 きたい と願 っている。
2商 経 論 叢 第40巻 第1号(2004,9)
ドイツ企業 は最近,ア ウフジヒ トラー ト(日 本では監査役会)の 中にアメ リカのaudit委 員会の
ような専 門委員会 を複数設 ける傾向 を見せ始めた。 日本企業 も平成14年 の商法の大改正 によっ
て部分 的にアメリカ方式へ急接近中であ るが,そ の方向性 と逆方向のダイナ ミズムにつ いて も本
稿の中で指摘 してみたい。
2.わ が国における ドイツの株式会社機関の理解 と説明の仕方
2.1村 上淳一/H.P.マ ルチュケ説
村 上 とマ ル チ ュケ2)の説 明 に よれ ば,ド イ ツの株 式 会 社3)の 機 関 は,株 主 総 会(Hauptver-
sammlung),監 査役会(Aufsichtsrat)お よび取締役会(V。rstand)と なる。取締役会 は,一 ・人 または
複数の成員によって構成 され,自 己責任 において会社 を運営す る。複数の成員か ら成 る取締役会
は,原 則 として全員で業務 を執行 し,裁 判上お よび裁判外 において会社 を代表す る。 ただし,定
款上異 なる規定 を設 けることができる。取締役会構成員の任免 は,監 査役会において行 なわれ,
取締役 の一人を取締役 会会長に任命す ることがで きる。取締役の任期は最長5年 であるが,再 選
は可能。監査役 の任期は4年,同 じく再選 は可能。ただ し,被 用者側 によって選 ばれる被用者代
表監査役の任期 は別 に定 め られる。 なお,監 査役会構成員の人数 は3人 か ら最大で21人 までで
ある。構成 員の人数 は,関 連する法規いかんによって異 なっている4)。
1951年 制 定 の石 炭 鉄鋼 共 同体 共 同決 定 法(対 象は被用者数1000人 以上の株式会社 と有限会社)に
よれ ば,合 計11人 の メ ンバ ー(株 主側代表4人 プラス1人,被 用者側代表4人 プラス2人)か ら構
成 され る。
1956年 の 同補 充法(持 株会社改正法。石炭鉄鋼企業を傘下に持つ株式会社 または有限会社 の形態を採
る持株会社で,そ の際,コ ンッエルン売上高の少な くとも1/5ま たは被用者数が2000人 以上が石炭鉄鋼
部門で従事 している会社が対象 となっている)に よれ ば,監 査役 会 は7人 の株 主側 代 表,7人 の被
用 者側 代 表,1人 の 中立者 で合 計15人 の メ ンバ ー を もって構 成 され る。
1976年 の共 同決定法(対 象会社は,株 式会社,有 限会社,株 式合資会社,登 記協同組合で,労 使代表
の共同決定は同権的である)。メ ンバ ー数は被用者の数によって異 なる。被用者1万 人未満 の場
合,そ れぞれの側 か ら6人 つつ の計12人 。1万 人以上2万 人未満 までは16人,2万 人以上
になる とメンバー数は20人 となる。それぞれの側 か らの代表者 は半 々。会長 は株主側代表
が な り,投 票権 を2票 持つ。副会長 は被用者側代表がなる。
1952年 の経 営体 規則 法(対 象会社 は株式会社,有 限会社,株 式合資会社,登 記協 同組合で,被 用者数
500人 以下の会社)に よれ ば,3人(う ち1/3は 被用 者代表)か ら21人 ま で を も っ て構 成 さ れ
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る。 ただ し基礎 資 本金 の規模 に応 じて3で 割 れ る人数 す な わ ち,9,15,21人 の メ ンバ ー
を もって構 成 され る。
村上 およびマルチュケ は,ド イツの株式法 に依拠 し,取 締役会(Vorstand)の 機 関 としての性
格 を}会 社 を代表する業務 の執行機関 と位置づけた。一方,わ が国の取締役会は ～後段 におい
て詳 しく検討するが～ その本来の性格 は業務の執行機 関ではな く,む しろ会社 を代表 して業務
を執行する代表取締役お よびその他の取締役 の職務 を監督する機関である。 この点だけを取 って
見て も ドイツのVorstandを 取締役会 と翻訳す るのは適切 でない。む しろ`執 行役会'と 翻訳す
べ きであろう。Vorstandで は会長/議 長が選 ばれるが,こ の機 関は集合体 として行 動す ること
が義務付 け られている。 したが って,Vorstandに おいて意思決定がな される ときに機関の大方
の意見が会長/議 長の意思 と異なる方向で纏 まって きているときにかれがそれを覆す権限 を持た
ない5)。
また,ド イツのVorstandの 構成員 は労使 双方 よ り構 成 され たAufsichtsratに よって任免 され
る。この点 においてもわが国の任免機 関 とは異 なっている。わが国の場合,代 表取締役が予 め予
定 した取締役候補者を取締役会において承認を取 り,後 に株主総会においてフォーマルに賛成 を
得 る。 ドイツではVorstandの 任免権 をAufsichtsratが 握 っている。 この任免権 者 は単 なる監視
役 や監査役ではない。人事権 を持つ監督役 と見 るべ きであろう。その限 りにおいて,日 本の監査
役会 を ドイツのAufsichtsratと 同一視するわけにはいか ない。
村上お よびマルチュケは,AufsichtsratがLTberwachungの ための機関であるか ら,日 本語で は
"監査役会"で よい
,と 思 われているので はないか?言 い換 えれば両氏 においては,日 本語の監
査 ・監視 ・監督の概念がそれぞれ明確 に区別 されないまま,`Aufsicht'をUberwachungと 同義語
と解 し,監 査'と 翻訳 した もの と思われる。両氏の場合,監 視 ・監督概念 を監査概念 とどのよ
うに区別 しているのかが分か らないのであ る。私は,監 査 は,特 定行為の結果 を対象 とす るもの
で,行 為者以外 の独立 した第三者が一定の基準 ・原則 に基づいて行為 の効率性 ・適法性 ・妥当性
などを判断 し,そ の結果 を行為者へ勧告 ・意見 として表明す ることだ と思っている6)。 現行法 を
見て も監査役設置会社 の監査役会 では,取 締役 の行為(職 務)の 結果の適法性 について判 断を下
せて も,効 率性や妥当性 について判断を下す ことは難 しい。 しか し,委 員会等設置会社 における
取締役会の中の監査委員会の場合な ら,そ の仕組み と権限内容か ら辛 うじて妥当性監査 もなし得
るであろう。
ドイツのアウフジヒ トラー トは,既 述 の如 く監査 のほかにさらに,フ ォアシュ タン トの任命 ・
解任権 を持 ってい る。任免 は監督概念の中に含 まれる。Uberwachungの 概 念の中 には,過 失や
失敗,ミ ス を予 防 し,そ れ らを発見 しかつ それ らを修正,改 善す る とい う意味が含 まれて い
る7)。 つ ま り,LTberwachungに は,問 題 を早期 に警告 し ・発見 し ・明確 化す る とい う意味が含
まれている8)。これ らは統制 ・制御 を意味 し,い ず れ も監督概念 の中 に含 め るべ きもの と考 え
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る。 日本語の監査概念 にはこれ らの意味 は含 まれてい ない と思 う。 したがって ドイツ語 の監督
Uberwachung概 念の中 には,指 揮,命 令,任 免,早 期警告 ・発見 ・明確化,統 制,制 御 な どの
意味が含 まれているように思 う。 ドイツのAufsichtsratは この ような意味内容 を有す るUberwa-
chungを 職責 とする。現実 の ドイツ企業のそれが,そ の ような職責 を果 しているか どうかは改め
て検証 しなければならない。意味論か ら言 えば,Uberwachungは 上位概念 であ り,上 述 の監査
概念に始 まり,リ ス ク管理 としての ミスの早期警告 ・発見 ・明確化 な どを下位概念 とし,検 査や
監査 な どもこのUberwachungの 下位概念 に当た る。この ような視点か ら見 ると,ド イ ツの アウ
フジヒ トラー トをわが国の監査役会 と同一視するわけにはいかない。それゆえ監査役会 の邦訳は
誤 りであ り,監 督役会 の訳語 をもって ドイツのアウフジヒ トラー トを説明すべ きであろう。
2.2関 孝哉説
関は,ド イツの取締役会は二層 に分離 された とい う立場 をとっている9)。 かれに拠れ ば,一 ・つ
は,監 督担当の取締役会(Aufsichtsrat,Supervis。1yB。ard)で あ り,も う一つは,業 務執行担当の取
締役会(V・rstand,ManagementB・ard)で ある,と 言 っている。つ ま り,二 層 に分離 した とい うこ
とは,も ともと取締役会の概念 の中に,監 督機能 と業務執行機能の二つの異 なる機能が含 まれて
いた,と 言 っている ようにも受け取 れる。関説で は,監 督機能 を担 うのが監査役会10)で あ り,
業務執行機能 を担 うのが執行役会 となる。つ ま りかれの場合,以 前か ら ドイツにはAufsichtsrat
とVorstandと を合一 した機i関(関 はDirektoriumを 想定しているのか?)が 有 って,そ れが後 に機i能
分離へ と発展 し,現 在の監査役会 と執行役会の二層形式の機 関が生 まれた,と 言 っているのか,
それ ともかれは,昔 の ドイッは,監 督 と執行の機能分離が必要 なかったが,そ の後,監 督職務の
負担の軽減 のため,つ ま り執行職務 を監督職務 か ら切 り離 し,さ らに結果 の監査 の必要性 か ら
AufsichtsratとVorstandと い う二段構 えの仕組みを作 り,前 者 を監査役 会,後 者 を執行役会 とし
た,と いう説明 と解 される。 したがって関説の場合,わ が国の取締役会概念の中に監督職務 と執
行職務が含 まれていたか,ま たは今 もふ くまれてい ることになるが,浅 学菲才の私か ら見れば ド
イツ語 には監督 と執行の両概念 を包含 した意味での取締 りに相当す る言葉 は無いように思 う。敢
えて当てはめるなら`Beaufsichtigung'で あろう。 しか しこの言葉 もUberwachungの 類似語であ
り,日 本語の取締 りとは違 う概念である。
関 とDr.メ ルケ らのイ ンタビューに応 じたフランクフル ト大学法学部教授 のTh.バ ウムス は,
「ドイッには,監 査役会 と執行役会か らなる二層取締役 会制度が ある」10)と答 えてい る。 この言
明を容認すれば,ド イツの大会社 には株 主総会,さ らに被用者側代表 アウフジヒ トラー ト選 出の
仕組み,そ れに`二 層式の取締役会'が 有 る,と い うこ とになる。つ ま り,取 締役会が監査役会
と執行役会の二つの機関か ら構成 されている,と 言 ってい るように も受け取れる。バ ウムスはま
た,「 ドイツの会社 には,監 督機 関 としての監査役会があ る」11)と も言 っている。バ ウムスの こ
の言葉 は 日本語訳 であって,か れが,わ が国の取締役会や監査役会 の法規定や会社機 関の実態に
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つ い て,ど の 程 度 の知識 を持 って い るか,は 疑 問で あ る。 いず れ に して も関 の イ ン タビ ュー記事
を読 む 限 り,関 はバ ウムス共 々,取 締役 会 の準拠枠 組 み の 中 に監査役 会 と執行 役 会 が二 層 に なっ
て存 在 す る と言 ってい る よ うに解 され る。 この点 は問題 で あ る。
ドイ ツ,マ ー ル ブル ク大学E.ゲ ー ル ム教 授 に よれ ば,19世 紀 の ドイ ツ株 式法(1870/1884の 改
正株式法)の 中で す で に,三 段 式 の 会社 機 関構 造,す な わ ち最 高 意 思 決 定機 関 と して の 総会,業
務 執行 機 関 と して の フ オア シュ タ ン ト,コ ン トロール機 関 と しての ア ウ フジ ヒ トラー トが 法定 さ
れ てい た(ElmarGerum;`Unternehmensordnung',"AllgemeineBetriebswirtscha肚slehreBd.1:Grund-
fragen・7.Au乱,Lucius&Lucius,Stuttgart1997,290頁)と い う。総 会 は別 と して も,す で に19世 紀 に
お いて会社 機 関が 二段 式 に構 成 され てい た,と 解 され る。 ゲ ー ルム の言 説 に拠 る とfか な り以前
か ら ドイツの会 社 機 関は 二層型 であ るこ とに な る。 少 な く とも二 通 りの 取締 役会 が,そ の ころか
ら存 在 したわ けで は ない,と 言 え よ う。
2.3吉 井 毅説
吉井 は,ド イツには 「もともと慣行的にあった理事会が,執 行役員を選んでいて,そ の理事会
が監査役会 になった」12)と 述べ てい る。吉井の言 わん とす るところは,理 事会が当該組織全体
の方針 を決め,枠 組みや構成お よび基本業務の決定を行い,そ れ らの決定 に従 って経営業務 を執
行す る役員が別 に設 け られた,と い う点 にある よ うに思 われ る。吉 井説 に拠 る と,1950年 以
降,特 に日本の大企業 において所有 と経営の分離が進み,先 ず,取 締役会 と代表取締役 がそれぞ
れ機 関として分 かれ,取 締役会の権 限が主 に会社の基本事項 に限定 され,業 務 の決定 ・執行 は代
表取締役に委譲 された。その結果,取 締役会は会社 の基本事項 とは別 に業務監査機能を分担す る
ようにな り,生 まれた監査役会が,イ ギ リスの会計監査役 の ように,も っぱら会計監査 を担当す
る機関 となった(注12の 吉井前掲論文の36頁 を参照)の である。
監査役 に関す る商法 の改正 は過去 四回(昭 和49年,56年,平 成5年 および同13年)行 われ,平 成
14年 の商法お よび商特法の改正に より,委 員会等設置会社,重 要財産委員会 設置会社,監 査役
設置会社の三つの経営モデルの中か らどれか一つを選択で きるようになったが,法 的に も,ま た
定款 上で も ～必 ず しも短絡 的には論 じられ ないが～ 代 表取締役 や代表執行 役(特 に社長や
CEO)に 重要 な権 限を集中することがで きるようになっているため,わ が国の場合,取 締 りの概
念範疇の中に指揮 ・命令 ・任免 ・監督 ・監査 ・監視 ・執行 などの個別諸概念が包摂 されていて不
思議ではない と思 う。
2.4W.F.ボ イ エ ンス説
EgonZehnderInternationalGmbHの 代 表 執行 者,ボ イエ ンス博 士 は,私 の2004年3月31日
付 け の六通 りの 質 問 に対 して,か れ の 同年4月15日 付 け の 回答 の 中 で,次 の よ うに述 べ て い る
(かれの回答は必要 に応 じ抜粋 し,原 文のまま本稿 に引用す る。他の回答者か らの見解や回答 も本稿 の中では
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ボ イエ ンス の この 回答 に もあ る よ うに,「 法 律 上 も事 際上 もア ウ フジ ヒ トラ0ト とフ ォア シュ
タ ン トの職務 は厳 格 に分 離 され てお り,企 業 統 治の積 極 的推 進 に よ り,ア ウ フジ ヒ トラー トは特
に複数 の委員 会 を設 け,ま す ます積 極 的 に活 動す る よ うにな った。 そ の 限 りで見 る と ドイツ ・シ
ス テ ム は,や や,英 米 のそ れ に近づ いて きた 。 とは言 うもの の,ア ウ フジ ヒ トラー トは業務 の執
行 者 で は な く,依 然 と して フ ォア シ ュ タ ン トとの 間で は明確 な職 務分 担 が行 わ れ て い る」(注:
ボイエンスは,ド イツ語圏を中心にヨーロッパ全域に亙って経営 トップの人材ス カウ ト活動 を行 ってお り,後
述する ドイツ ・ベス ト・アウフジヒトラー ト賞の創設およびその賞のための ドイツ大企業の評価に加わった中
心的人物)。
2.5C.シ ュ ト レ ン ガ ー 説
ド イ ツ のDWSInvestmentsの 元 代 表 執 行 者 シ ュ ト レ ン ガ ー は,私 の2004年4月13日 の 八 通








この部 分 につ い ての シュ トレ ンガー の 回答 は次 の 通 りで あ った。 「ドイ ツ にお け る株 式 会社 の
業 務執 行 機 関 としての フ ォア シュ タ ン トと,コ ン トロー ル機 関 と しての ア ウ フジ ヒ トラー トよ り
構 成 され た 二段 式 の指 揮 ・執 行(Fiihrung)と,監 督 ・監 視 ・監 査(Uberwachung)の モ デ ル は,
正真 正 銘 生 きて お り,一 段式 の アメ リカの ボー ド ・モ デル に比べ る と絶 対 に優 れ て い る。法律 に
よって規 定 され た機 能 の区別 をす る こ とに よっ て,ア ウ フジ ヒ トラー トが フ ォア シュ タ ン トを監
督 ・監 視 ・監査 す る に際 して利 害 の摩 擦 は あ ま り生 じな い。 しば しば ア メ リ カ で は,CEOと
ドイツの株式会社機関の日本語訳の不適切さの分析とドイッ・ベスト・アウフジヒトラート賞の意義性について(その一)7
チ ェ アマ ンの役 割 が一 人 の人 に よって兼 務 されて い るのが 見 られ るが,ア メ リカ で も批 判 されて
お り,そ のた め多 くの企業 がCEOと は別 に独 立 した チ ェア マ ン を設 ける ように な った」。
独 米 の会社 機 関の優 劣 を判 断 す る基準 を知 らない私 に対 して シュ トレンガー が それ を明示 して
くれ れ ば ドイ ッ ・モ デル の優 位 性 につ い て納 得 で きた か も知 れ な い(シ ュ トレンガーは,ド イツ ・
コーポレー ト・ガバナ ンス指針政府委員会のメンバーである。なお,DWSはDieWertpapierSpezialistenの 略
字で,こ の会社は ドイツ銀行系の証券会社であ りドイッ国内でのシェアは24.5%)。
2.6吉 森 賢 説
吉森 は,ド イ ツの取 締役 会 が 二 層型 取 締 役 会 の構 成 を採 る との前 提 か らs「 監 視 機 能 が 監査 役
会(Aufsichtsrat)に,業 務 執 行機 能 が 執 行役 会(Vorstand)に 法 的 に明確 に分 離 され て い る」13)と
述 べ て い る。 吉森 は,監 督機 能 と言 わず監 視機 能 と言 って い る。多 分 か れの場 合 監視 と監 督 が 同
じ意 味 に なって い る と解 され る。 また吉森 は取 締役 会 概 念 を広 義 に解 釈 して い る と思 わ れ る。
Vorstandを 執 行役 会 と訳 す の は適 切 で あ る と思 う。 しか し,Aufsichtsratは 日本 の監 査役 会 が
有 しな い業 務 執 行者 の任 免 権 を持 つ(1998年 改正の株式法84条1)。 また,Aufsichtsratは,複 数 の
フオア シュ タ ン ト成 員 が い る場 合 には,そ の うちの 一人 を フ オア シュ タ ン トの会 長 に指 名す る権
限 を有す る(同 株式法84条2)。 さ らに,Aufsichtsratは,会 社 の繁 栄が そ れ を必要 とす る ときには
株 主 総 会 を招 集 す る こ とが で きる。召 集 決 議 は単 純 過 半 数 とす る(同 株式法111条3)。 定款 に よ
る か,ま た はAufsichtsratが,一 一定 の 取 引 につ い て さ ら にAufsichtsratの 同 意権 限留 保 事項 にす
る こ とが で きる(同 株式法111条4)。 そ の他,フ オ ア シ ュ タ ン トの 任 用 契 約 の締 結,同 報酬 の 決
定 お よび,か れへ の信 用 供 与 な ど もAufsichtsratの 職 務 の 一 部 とな って い る(同 株式法84,87,89
条)。
以 上 の よ うに見 て くる とア ウ フジ ヒ トラー トの概 念 を 日本語 の監査 役概 念 と同一 視す る こ とに
は抵 抗 を感 じる。 この機 関 は,や は り監 査役 会 で は な く監 督役 会 とす るの が適切 で はな いか と思
う。
2.7そ の他の説
多 くのわが国の経営経済学者が ドイツの会社機関の説明をする とき,株 主総会 は別 として,一
般に一つの説明法 は,監 査役会 と取締役会 とを分け る二層式構造 〔1のタイプ〕であ り,も う一
つの説明法が,取 締役会の機能 を二つ に細分 し,監 督担 当の取締役会(監 査役会)と 業務執行 の
取締役会(執 行役会)と に分 ける変則二層式構造 〔2のタイプ,つ ま り関孝哉説〕 である。後者の
立場に立てば,わ が国の現行法の委員会等設置会社 の取締役会の仕組み とsド イツの会社機関 と
はやや類似す ることとな り,前 者の立場 に立 って見れば,日 独両国の関連法 と ドイツ語その もの
への誤認があると言 わざるを得 ない。
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本稿の第一 の論点(本 稿その一)は,若 干 ではあ るが 日本語 としての監査役会,取 締役会,執
行役会,取 締 り,監 視,監 督,監 査 な どが現行法 との関連で,ま た経営学的 にどのように説 明さ
れ,解 釈 されてきたか を述べ,そ れぞれの 日本語 による概念を,ド イツの株式会社各機 関の主要
な概念 と比較 して,日 本語訳 との対応性 を吟味することであった。 したがって以下ではさらに引
き続 き,わ が国の現行法が大会社の会社機 関をどの ように説明 しているかをやや詳 しく検討 して
み よう。
3.わ が国の株式会社機関 とその機関概念
3.1委 員会等設置会社 における取締役会 と各委員会 の権 限および概念
ここで概念 を,共 通な言明,つ まりその意味内容 と解せば,従 来 までの商法お よび平成14年
の改正商法や同15年 の商法特例法のなかで取締役会 の権 限が どの ように規定 されて きたか を再
現すれば,と りあえずその法 的概念 は明 らかになると思われる。
昭和25年 の商法改正 において,わ が国 はアメリカ流 の取締役会 制度 を導入 した。それ以前
は,株 式会社の業務執行機 関は取締役であった。 この時の改正商法 により,機 関 としての取締役
会制度が設 けられ,会 社 を代表 し(商261条1項),か つ業務 を執行す る機 関としての代表取締役
制度が設け られたのである。 これが取締役会 とその構成員 としての代 表取締役 との問で会社の意
思決定権 限と,実 態は別 として,そ の執行権 限を分離 させ る今 日的商法の骨格 を作 る基礎 となっ
た。
昭和56年 の商法改正 では,260条1項 において取締役会の監督権 限が明定 され,業 務執行者
としての代表取締役(260条3項)と,そ の他の取締役 に委譲で きない取締役会 の専決事項 が規定
された(260条2項)。 また,取 締役会の監督機能 を発揮 させ るため に各取締役が 自 ら取締役会 を
招集で きるように もした(商259条2項)。 さらに商法260条 の4の7項 において,取 締役会の議
事録の閲覧 ・謄写に制約 を加 え,監 督機 能の低下を防 ぐ規定 を設けた。取締役会 の監督権限はs
「業務執行の妥当性ない しは合 目的性の監査に及ぶ」14)た め,業 務執行の監査権 を持 った監査役
の取締役 会へ の出席や,必 要 に応 じて,こ の者 の意見 陳述 を義務付 ける こととなったのであ る
(260条3の1項,平 成13年 改正)。 必要 に応 じて とは,取 締役の法令 ・定款違反 の行為 お よびその
虞が認め られる場合 を指す。
重要 な財産の処分お よび譲受,多 額の借財,そ の他 の重要な業務執行事項 は取締役会の専決事
項(260条2項 の1号 および2号,平 成14年 改正)で あるが,株 式会社の大規模化 に伴 い,取 締役 の
員数 も増加 し,上 記の専決事項 につ いていちいち構成員 をその都度招集 して議論,決 定すること
は困難であ り,諮 問機 関として経営会議や常務会 を設 けることとなった。 しか し,取 締役会の実
質的な仕事が これ らの会議体へ移行 したため,実 態面で は取締役会が ます ます形骸化 し,本 来の
監督機能が果たせ な くなって しまった。そこで経営会議や常務会 を法制化する とい う意味で重要
財産委員会が商法特例法 において法定 され るこ ととなった(商 特法1条3の1,2,3,4,5項,平 成14
ドイツの株式会社機関の日本語訳の不適切さの分析とドイッ・ベスト・アウフジヒトラート賞の意義性について(その一)9
年)。 この委員会 は3人 以上の取締役 によって構成 されるが,そ の内の1名 は社外取締役 であ る
ことを要す(同 法1条3の1,3項)。 委員会への委任事項 は,重 要財産の移転お よび多額 の借財の
受け入れを主 とす るが,こ こで人事案件の意見形成 をすることは否定 されてはいない。 とい うこ
とは人事案件 の決定は取締役 会において行なわれるか らだ。委員会における決議 内容 は当然,取
締役会へ遅滞 な く報告 されなければならない(商 特法1条4の1項)。
平成14年 の商法特例法の改正 により,大 会社お よびみな し大会社(資 本金1億 円以上,会 計監査
人監査の定款規定,取 締役10人 以上,社 外取締役がいる)で は,従 来 どお りの監査役 設置型の経営 シ
ステムを採用 してもよい し,新 たに委員会等設置型の経営 システム を採用 してもよい,と い うこ
とになった。 この点についてはす でに前述 した。
周知の通 り,「 巨大 な権力を有す る社長や会 長を取締役 会において どの ようにコ ン トロールす
るかがわが 国の コーポ レー ト・ガバナ ンス の最重要課題」15)で あった。この課題に応 えるため
に,す でにわが国企業の一一部 は,自 社 の経営の透明性 を高め,経 営 ・会計情報の開示 を促進する
とい う意味で,委 員会等設置型取締役会へ移行 した(平 成15年4月1日 現在,導 入会社数は55社,月
刊誌r商 事法務』No.1669,2003.7.25日 号,33頁)。 この種 の会社 では,取 締役 会の 中に三つ の委員
会(指 名 ・監査 ・報酬委員会)を 設け,さ らに一人 また は数人の執行役 を置 くことが義務付 け られ
ている(商 特法21条 の5の1項)。 しか しこの タイプの会社 で は,監 査役 を置 くこ とはで きない
(同法21条 の5の2項)。
委員会等設置会社の取締役会 は,経 営 の基本方針 ・監査委員会 の職務遂行に必要な事項 ・執行
役の職務分掌お よび指揮命令 関係 に関する事項 を決定す る権 限を有 し(商 特法21条 の7の1項),
さらにその他委員会等設置会社の業務 を決定 し,取 締役や執行役 の職務の執行 を監督す る権限 を
持つ。また,執 行役の選任(同 法21条13の 項)お よび解任(同 法同条13の6項)権 を有 し,代 表執
行役(監 査役設置型会社の代表取締役に相当)の 決定お よび共同代表の決定権 を持つ(同 法21条15の
1お よび2項)。 しか し,商 特法 においては取締役が執行役 を兼ね ることがで きる(同 法21条13の
5項)の で,取 締役会の監督機能か ら業務執行 の機 能 を完全 に分離 する ことは事実上 困難 とな っ
てい る。
指名 ・監査 ・報酬委員会のそれぞれの権 限についてであ るが,ま ず指名委員会は,株 主総会 に
提 出する取締役の任免 に関する議案の内容 を決定する権 限を有 し(同 法21条 の8の1項),監 査委
員会 は,取 締役お よび執行役の職務 の監査 と株 主総会へ提出す る会計監査人の任免,お よび会計
監査人を再任 しないこ とについての議案内容 の決定権 を持 ち(同 法21条 の8の2項),報 酬委員会
は,取 締役 お よび執行役 が受 け る個 人別 報酬 の内容 を決 定す る権 限 を持 つ(同 法21条 の8の3
項)。 さらに商特法21条 の8の4項 は,各 委員会の構成 について,執 行役 を兼任す る取締役で な
い取締役3人 以上 をもって構成す ることを定 めてお り,そ の過半数は社外取締役でなければなら
ない。当該会社の内情 に詳 しい経営の専 門能力 をもった社外取締役 は得難い とい う一般論 に基づ
けば,僅 か2名 の社外取締役 をもってすべての委員会 を構成することがで きる。つ ま り,各 委員
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会に社内取締役 を1人 ずつ入れ,社 外取締役2人 を3つ の委員会で役員 を兼務 させれば,す べ て
の委員会に必要数の社外取締役 を確保で きたことになるか ら社外取締役の独立性 は弱 くなる。
森本 滋 は,取 締役 と執行役 との兼任 を禁止 しなか ったのは,「 取締役 と執行役 との コミュニ
ケーシ ョンの円滑化 を図 り,取 締役会 の監督機能の実効性 を高めるこ とを企図 した」16)か らで
ある と述べているが,一 方 で,こ の種の 「執行役兼任取締役が取締役 の過半数 を占め」17)た 場
合,従 来 と同 じように取締役会の 「監督機 能の形骸化」18)を 起 こしは しないか とい う危惧 を表
明 している。森本の法の精神お よび法定への理解 と,か れが予想する形骸化 に対す る危惧の念 は
十分 に理解で きる。つ ま り森本が問題に してい るのは,取 締役会 という一つの機 関の中において






同 じ委員会メンバーで常勤の社内取締役 に影響 を受 けて,結 局は監督者 としての任務が果たせ
ないのではないか,と い う危惧の念 はどうして も残 る。
取締役会の議長には社外取締役が就任す るとしても,会 社 を代表す る者が取締役兼任の代表執
行役(共 同型代表取締役を含む)で あって,し か もかれが取締役会か ら付託 された重要 な事項につ
いて決定権 を有 し,業 務執行権 をも行使す るわけであるか ら(商 特法21条 の12),実 質的には従
来の強力 な代表取締役 となん ら変 らない。
委員会等設置会社の取締役会が従来の取締役会 と異 なるところは,社 外取締役制 を導入 し,ア
メリカ型 の外部チ ェック19)の 機能 を少 し強めた という点である。確 かに,監 督 に関与する個 々
の取締役 と,監 督 される取締役兼任 の業務執行役が同一の機関,つ ま り取締役会 を構成 しておれ
ば,監 督者 と業務執行者 との コミュニケーシ ョンは密 になるであろう。 しか し本質的には,業 務
の執行権者が,自 らも取締役 として,監 視 ・監督 ・監査の権限を持つ取締役会の準拠枠組みの中
においてかれの職務 を執行す る限 り,監 督機能 と執行機能を分離 しなが ら仕事 をす ることがで き
るとは思えない。
過去 も現在 もわが国の企業社 会では例外 は別 として,あ る 日突然,一 般従業員が序列を軽視 し
て代表執行役や,一 後述するが 一,代 表取締役 に選任 されるわけではない。使用人 である従業員
は長い年月を経 て,階 層 をタテ方向に昇進 して行 くわけで,チ ャンスが巡ってきて始めて取締役
に選任 され,し かる後 に会社 を代表する地位 に就 くことができる。 このような従業員の階層社会
の トップ層の機 関の中で,取 締役兼任 の代 表執行役が,自 らに理疵 がない限 り,通 常,指 名委員
ドイツの株式会社機関の日本語訳の不適切さの分析とドイッ・ベスト・アウフジヒトラート賞の意義性について(その→11
会 の 中で解 任 決議 案 を 自分 が 知 らない 内 に決 ま って しま う とい う事態 は考 え難 い2。)。




の決定 を法定 し,さ らに各種委員会 を構成す る社 内 ・社外取締役 と,執 行役の職務執行の監督
を取締役会の権限 としている。そ して取締役会 は,業 務執行者である執行役 と代表執行役 を任免
(同法21条131項 および6項)す る権能 を有する。
取締役会 を構1成す る監査委員会は,以 下の権 限を持つ(同 法21条8の2項)。
① 取締役および執行役の職務執行の監査
② 会計監査人の任免および会計監査人を再任しない旨の議案内容の決定
また,同 法21条10の1項 によれば,監 査委員会が指名 した監査委員 は,他 の取締役,執 行役
および支配人,従 業員 らの職務執行 に関す る事項 についてかれらに報告を求め,か つ会社 自体 の
業務や財産状況 について調査 す る権 限を有する。同条10の2項 には,監 査委員が必要 に応 じて
子会社 もしくは連結子会社 に対 して営業の報告 を求め,財 産状況について調査す ることがで きる
旨の規定がある。 さらに,同 条10の4項 において,執 行役の違法行為 もしくは違法行為の虞が
認 め られるときには監査委員が取締役会において報告す ることを監査委員に対 して義務付 けてい
る。
同法21条 の11の1,3お よび4項 には,報 酬委員会に よる報酬の決定方針 に関する規定があ
り,取 締役 お よび執行役 の個人別報酬 と,そ の個人別報酬の内容 について確定 ・不確定金額 およ
び金銭以外の ものな どを決定 しなければならない,と 定 めている。
本来 なら,執 行役 お よび代表執行役 とい う機 関は,取 締役会 とは別 に論 じるべ きもの と思 う
が,監 督役である取締役 と,業 務の執行役 との兼任禁止規定がない限 り,委 員会等設置会社 にお
いては,監 督機能 と執行機能の分離 は建前論に終わ り,む しろ実際は,取 締役 である執行役 や代
表執行役が,取 締役会か ら委譲 された事項について意思決定 を行い,業 務の執行 を行 うため 「実
務上,経 営の意思決定権限は執行役 に全面的に委譲 される」21)こ ととなる。
以上の叙述か ら,わ が国の大規模株式会社 の各種委員会の職務 を含む取締役会の概念 は次の6
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上記① ～⑤以外の取締役会が留保 する専決事項(各 委員会を構成する取締役の決定,株 主総会
の招集および提出議案の内容の決定,営 業譲渡 ・企業契約内容の決定,合 併 ・株式移転 ・会社分割 ・株
式交換の内容の決定,計 算書類 ・付属明細書の承認,利 益処分 ・中間配当の決定,取 締役 ・執行役の利
益相反取引関連など)。
わが国の経営学では従来,次 のように考えて きた。
所有 と経営が分離 されたいわゆる大企業の最上層では,中 核集団を形成す る機 関としての代表
取締役が中心 となり,機 関としての取締役会 と,定 款上の常務会 や経営会議 をかれが リー ドしな
が ら,会 社 の基本方針 を決定 し,取 締役 お よび監査役 の実質的な任免,自 らを含めた各機関の職
務お よび業務 の執行状 況を監督・・監視 ・監査 して きた。委員会等設置会社制度が導入 される段 階
において改めて取締役会の果たすべ き役割が再認識 され,取 締役会 の中に社外取締役 を入れ,三
つの委員会を置 き,代 表取締役制 を廃止 し,新 たな機 関としての執行役 および代表執行役 を設け
て監督 と執行 を一応,分 離 させ た。従来の代表取締役制 は廃止 したが,実 質変わ らない代表執行
役 を置 きなが ら,こ の者か ら監督職分 を取 り上 げ,業 務の執行 に専念 させ る とい う法律 を作 っ
た。 しか も,代 表執行役 も従 来通 り,明 示的ではないが,取 締役 の兼任がで きるという規定 は残
した。矛盾 を感 じるという考 え方であ る。
経済界 の言い分 は,会 社 内部の事情 に疎 い人 は問題だ とか}経 営の専 門能力 に欠 ける人 は駄
目,な どの理由によ り,例 えばアメリカの大会社の ように多 くの社外取締役 を迎 え入れ るこ とに
は,ど ちらか と言 えば消極 的である。 したがって当面 は,で きるだけ少人数の社外取締役で もっ
て三つの委員会委員 を重複担 当させ ざるを得ない,と いう声 は多い。 また,委 員会制度導入の経
緯 とは裏腹 に,取 締役 を兼務 する会社代 表の代表執行役(CEOな ど)が 強力な社 内取締役 を各委
員会 に送 り込んで委員会 をコ ン トロールす ることができる とい う見方 も否定で きない。 この見方
は,各 委員会 の コン トロールは,経 営 の機動化22)や 経営意思 の形成 ・貫徹の迅速化 のために当
然だ とい う考 え方 に基づ くものである。
問題 は,取 締役 会構成員 ではないが,取 締役 を兼務 した代 表執行役 が従来の代 表取締役 とは
違 ったや り方で巧妙に監督 ・監査 ・監視 ・執行機能の一元化 を図 る,つ ま り実質的に支配する虞
がある,と い う点である。会社 が順調に増益傾向を示 していて,そ の上で監督 ・監査 ・執行の一
元化が,経 営の透明性や情報の開示のための ものであれば,世 界の投資家はその会社に対 して高
い評価 を与 えるであろうが,会 社の業績が悪化 し,し か も経営の透明性や情報の開示姿勢が示 さ
れなければ,市 場は当該会社 を当然見放すであろう。
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以上の考察か ら,委 員会等設置会社 の取締役会 の概念 は次のように定義で きるであろう。
取締役会は,会 社 の基本方針 を決定 し,監 督職務 を主体 としなが ら執行役および代表執行役の
任免,な らびに会社 の指揮命令系統および委員会 の組織 ・構成 を決定す る機関である。ただ し,
会社 を代表 し業務 を執行す る代表執行役が取締役 を兼任 できるため,取 締役会 における監督 と業
務執行機能の分離 は十分 には行 い得 ない。 む しろ両機能 は一元化 される23)。 また,取 締役 の任
免(指 名委員会),取 締役 ・執行役 の職務の監査(監 査委員会),お よび取締役 ・執行役 の報酬決定
(報酬委員会)も 結局 は取締役会 の準拠枠組 みの中 に組み込 まれてい くので,取 締役 の任免 ・監
査 ・報酬の権限が実質的 に取締役会の準拠系 の中で一元化 されることとなる24)。
3.2委 員会等設置会社の執行役 および代表執行役の権限と概念
委員会等設置会社 では,取 締役 に代 わって執行役 が会社業務の執行 を行 う(商 特法21条13の2
項)。 この執行役 は,取 締役 会 におい て選任 され(同 法21条13の1項),そ して解任 され る(同 法
21条13の6項)。 す なわち,法 律 の意図は,取 締役会における監督機 能 と執行機 能の分離の実現
にあった。会社 は,取 締役会の決議 をもって代表執行役 を定めなければならないが,執 行役が一
人であれば自動的にその者が会社 を代表する代表執行役(同 法21条15の1項 〉となる。そ してか
れは取締役で もあ り得 る。
「代表執行役 は多 くの点で代表取締役 に類似」25)し ているだけでな く,取 締役 は執行役 を兼ね
ることがで きる(同 法21条13の5項)か ら,実 力 のある強力な取締役兼任 の代表執行役 が取締役
会 を事実上支配す ることは容易に考 えられ る。
取締役は,取 締役 の身分では業務執行の権 限は持てないので(同 法21条6の2項),業 務執行者
になるためには代表執行役 もしくは少 な くとも共同代表執行役 を兼務(同 法21条15の2項)し な
ければならない。 このように取締役 と執行役 の兼任が容認 された法律 のもとでは,既 述の如 く取
締役会 における監督 と執行の機能が分離される事態にはな らないであろう。結局,代 表執行役が
従来の代表取締役 と同 じように監督 と執行 を一元的26)に 掌握す ることとなる。
さらに,代 表執行役 は自らが取締役 を兼務 していれば,各 委員会 を構成す る社内取締役(少 数
派とはいえ)を 通 じて社外取締役(委 員会レベルでは多数派の)を 牽制す ることがで きる。わが国の
委員会等設置会社 の各委員会の構成員(取 締役)の 人事権 を事実上,社 内取締役 としての代表執
行役が掌握 で きるとすれば,指 名委員会で作成 される取締役の任免 に関す る株主総会提 出用の議i
案 は,そ れが決定 される以前 の段階で代表執行役の意向を反映 させ得る可能性 を否定で きない。
すでに述べた通 り,各 委員会 を構成する取締役の過半数は社外取締役 でなければな らないが,
平成15年6月 の時点で,委 員会等設置会社型 を導入 した55社 において,取 締役総数446人 の う
ちの227人 が社外取締役 であ り,取 締役会議長や各委員会委員長 も相当数の会社 において社外取
締役がそれ らのポス トに就いてい ることが分かるが26),現 段階では取締役会の中に占める社外取
締役 の構成比 が,経 営者 の暴走 を早期警告 し ・発見 し ・明確 化 し得 る レベ ルに達 しているか否
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か,ま たは基準 としての社外性や独立性 の点で十分 であ るかどうかは個 々に検証 してみなければ
ならない。
社外取締役の独立性が十分 に機能するための前提 は,常 勤の監督役 である社内取締役 や執行役
としてのマ ネジメン トが社外取締役 に対 して確 りとした内部統制 システムを通 じて十分な内部情
報を与えることでなければな らない。 さらに,社 外取締役 に就任す る条件 としてかれは,す でに
別の会社 においての経営の経験,も しくは何 らかの優れた専門的能力 の持ち主でなければならな
い。 また報酬に依存 しない人でなければな らない。社外取締役が経営陣の単 なる助言者 では十分
とは言えない。時 には,厳 しい監視 ・監督役 でなければな らない。
ところで,委 員会等設置会社55社 の全取締役446人 の うち154人 が執行役 または代表執行役
を兼職 してい る。つ ま り監督役であ る取締役が,執 行役や代 表執行役 の業務執行 を兼務 してい
る。兼務が行われている会社 での監督 と執行機能 の分離が,コ ーポ レ0ト ・ガバ ナ ンス(業 績の
向上,経 営の透明性,市 場や行政官庁への情報の開示,リ スク管理,環 境保全,イ ノベーション体質の構築な
ど,均 衡のとれた会社にすること)と,ど の ように関連 しているかが大変興味のあるところである。
以上の叙述 ・説明か ら委員会等設置会社 の代表執行役 ～現行法においては執行役 よ りも代表
執行役 のほうに問題性が多いので～ の権限 と概念 を以下 に定義 したい。
代表執行役 は従来の代 表取締役(共 同 ・表見取締役を含め)と 同 じく会社 を代表 し,取 締役会か
らの委任事項 を決定 し,会 社の業務 をキーマ ンとなって執行する権 限を有 し,職 務遂行上,悪 意
または重大 な過失がある場合には第三者 において生 じた損害 を賠償 する義務 を負 う。委員会等設
置会社 における代表執行役 は,現 行法 では取締役 と執行役の兼任禁止規定が ないために監督(基
本方針決定,役 員の任免 役員への指揮 ・命令,統 制 ・制御などを含む),監 視(モ ニタリング),監 査(基
準に基づく結果の正否 ・適否の判断,こ れに基づく意見の表明〉,執 行 を,経 営 の成功 と業績向上 のため
に直接 または間接 にすべての役員 に影響 を与 え得 る機関である。所有権論 との関連 は,少 し勉強
して後 日述べ てみたい。
ドイツの会社機 関 との対比で言 えば,わ が国の代表執行役 は ドイツの フォアシュタン ト会長 と
は大 きく異な り,比 肩 し得 る概念が見 当た らない。 もし将来,わ が国の商法が取締役 と執行役の
兼任禁止規定 だけでな く,取 締役会会長 と代表執行役 の兼任禁止規定 を設けておけば,そ の時 に
始めて ドイツのフォアシュタン ト会長 とわが国の代表執行役 の権 限および概念が近似 してい く。
この点は,監 査役設置会社 における代表取締役 について も,ほ ぼ同 じことが言える。
4.監 査役設置会社の機関 についての若干の考察
現行法では,監 査対象が取締役 の職務執行の監査(商 法274条 ①)に 置かれ,監 査役が株主総会
において直接選任(商 法280条 ① ・同254条 ①)さ れるため,監 査の主体 と客体が 区別 される こと
となった。会の構成 は3人 以上で,か つ社外監査役が半数以上 でなけれ ばな らない(商 特法18条
①)。 また,監 査活動 は独任制(つ まり協議することは可能であるが,個 々の監査役の権限行使を妨げては
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いけない)で ある。その他,主 な権限 と して は,取 締役会 出席 ・意見 陳述義務(商 法260条3の1
項),営 業報告請求権,会 社業務 ・財 産状況 調査 権(商 法274条2項)r違 法行為 差 し止め請求権
(商法275条2)な どが挙 げられるが,ド イツのアウフジヒ トラー ト(監 督役会)と は全 く比較する
ことはで きない。 なぜ なら基本 的なところで異なっているか らである。例 えば監査役設置会社 で
は,監 査役会が取締役会 の構成員 を任免す る権 限を持 たない こと。逆 に代表取締役(社 長であり
取締役会議長)が すべての取締役お よびすべ ての監査役 を予め取締役会の 同意 を取 り付 けて,後
日,株 主総会で選任 して もらうことが できる。その他の違いについて は既 に述べ た。
それゆえ,わ が国の監査役会設置会社の機関 を想定 して,ド イッの会社機関の 日本語へ の翻訳
をす ることは誤解 を招 く。
結論を言えば,ド イツの会社機 関のAufsichtsratは,そ の まま音読みの カタカナで表現 し,ア
ウ フジヒ トラー トとす るか,も しくは無理 があ るが監督役会 と訳すべ きであろ う。他 方,Vor-
standは,フ ォアシュタ ン トと表現す るか,ま たは吉森 らと同 じく執行役会 と訳すべ きであろ
う。適切 な訳語が無い原因は,株 主総会は別 として,会 社機 関が 日本は事実上単層型であるのに
対 して,ド イツのそれは二層型 であるとい う点であ る。会社機関の構成についての 日本人の発想
の根底には,長 年の歳月をかけて努力 し,営 々と築いた実績 を踏 まえて トップに上 り詰めた人な
ら,自 らに権 限を集 中してお くためには監督 と執行の一元化 を当然考 えるであろうし,他 方,ド
イツの ように西 ヨmッ パ に位置する国の企業は,監 督 と執行の調和の問題だけでな く,利 害の
対立す る労働組合 との妥協 ・協調 とい う非常 に大 きな難問 をも克服 しなけれ ばな らないのであ
る。
アメリカの上場会社の会社機 関で も,近 年,ボ ー ドのチェァマ ンがオフ ィサーの中のCEOを
兼務 しない,と い う傾向 も出て きているという。 日本企業が,本 気でアメリカ方式が コーポ レー
ト・ガバナ ンスの実行のためには優 れた システムである とい う確信があるなら,わ が国における
取締役 と執行役の兼任禁止規定 を早急 に設けるべ きである。それがで きた ら,そ の後の課題 とし
て代表執行役経験者が引 き続 き,取 締役会会長の地位 につ くことの功罪を真剣 に検討すべ きであ
ろ う。
以上,本 稿 のその一においては,先 ず,会 社機関 について 日本語 とドイツ語の対応関係 を多 く
の人の説 を引用 し,併 せ て両国の法規定を基 にその対応関係 を吟味 してみた。対応 関係やその吟
味作業 において必ず しも成功 した とは思 えないが,少 な くとも,本 稿 のその二の テーマ 「ドイ
ツ ・ベス ト・アウフジヒ トラー ト賞の意義性」 の検討 のためには役立つ もの と思われる。
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